
(1)事業概要 (4)スケジュール及び事業費

【事業名】建設廃木材を原料とする燃料用エタノール製造事業

【代表者】ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ・関西㈱ 金子 誠二 【実施年度】平成16～18年度
ビジネスモデル16-1

(1)事業概要

本事業は、世界初の「建設廃木材を原料とする燃料用エタノール製造事業であり、
この「バイオエタノール製造施設」から生まれる新しいエネルギーを通じて、石油
資源と二酸化炭素の削減に貢献します。

(4)スケジュ ル及び事業費

年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

会社設立

許認可申請

【単位：千円】

(2)事業フレーム図
設計・施工

商業生産

施設増強

事業費 200,000 1,703,000 1,897,000

(5)事業目標（最終目標）

事業規模・スペック ：対象廃棄物 木質系バイオマス4～5万t
処理能力 破砕設備180t /日、発酵設備82t /日、

ﾎﾞｲﾗｰ設備86ｔ /日、発電設備1,900kw
ﾘｻｲｸ 製品 燃料用 ﾀ ｶﾞ ﾘ 添加剤 年ﾘｻｲｸﾙ製品 燃料用ｴﾀﾉｰﾙ(ｶﾞｿﾘﾝの添加剤) 1,400KL/年、

ﾘｸﾞﾆﾝﾍﾟﾚｯﾄ、電力
導入効果 ：CO2削減量 13,591t-CO2/年

原油換算導入（削減）量 1,400KL/年(3)実施体制

(6)これまでの成果

(7)事業シナリオ

事業開始時期：2007年

・2007年1月15日 産業廃棄物・一般廃棄物処分業の許可取得
・2007年1月16日 開所式開催

事業開始時期：2007年
（初期生産量1,400KL／年、 CO2削減効果：約13,591t-CO2/年）

導入拡大期到達時期：2009年
（設備増設生産量 4,000KL／年）



(1)事業概要 (4)スケジュール及び事業費

【事業名】公共交通機関との連携を想定した大都市型カーシェアリング事業

【代表者】CEVｼｪｱﾘﾝｸﾞ㈱ 高山 光正 【実施年度】平成16年度 ビジネスモデル16-2

(1)事業概要

本事業は、鉄道駅を中心に電気自動車・低排出ガス車の共同利用システムを
ネットワーク展開し、無人での貸出・返却、予約管理、運行されている車両の状
態管理、利用者管理を携帯電話通信網やインターネットを介して一括管理を行う
ことで、環境負荷の小さいカーシェアリングサービスを実現する。

(4)スケジュ ル及び事業費

2005年度 2006年度 2007年度

ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ事業の運用

ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞの普及・啓蒙

(5)事業目標（最終目標）
事業規模・スペック ：車両数4 000台

(2)事業フレーム図
ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞの評価

41,967千円 0千円 0千円
データセンター

・サテライト情報

・一括管理

・予約管理

・車両管理

利用者管理

総事業費

事業規模 ス ック ：車両数4,000台
拠点数3,500カ所

運用コスト・事業収益：利用料金8万円/世帯・年（自家保有との差65万円）
事業収益4憶円

導入効果 ：CO2削減量 75,600tCO2/年
原油換算導入（削減）量 32,300kL/年

・利用者管理

（駅）

(6)これまでの成果

・ カーシェアリング事業の社会的認知度向上
・ 東京・神奈川地区において車両27台（内EV24台）、参加者480人による実証事業を実施
・ 利用者当たりのCO2削減量2.05t-CO2/年を達成（2006年交通ｴｺﾓ財団調査）

（駅）

車載システム

・GPS機能

・走行時間・距離管理機能

利 者識別機能

(3)実施体制

委託先

(7)事業シナリオ
事業終了後は、オリックス自動車におけるレンタカーネットワークを核とし

て、鉄道沿線や大規模マンション等への共同利用拠点の展開を図る。事業コス
トに関しては、カーシェアリングに適した車両の一括調達や駐車場事業者との
提携を行い、更なるコストダウンを実施することによる普及拡大を目指す。

（集合住宅）
（ショッピングセンター）

・利用者識別機能

・携帯電話網による通信機能

CEVｼｪｱﾘ
ﾝｸﾞ㈱

ｵﾘｯｸｽ自動車

提携 行 、更な ダウ 実施す 普及拡大 目指す。
導入拡大期到達時期：2008年以降
導入拡大期における導入台数：約300台／年（楽観ケース）
導入拡大期におけるサービス価格：約7,000円／月・世帯
導入拡大期におけるCO2削減効果：約2.05t-CO2/年・人
2010年度におけるCO2削減効果：約18,900t-CO2/年（楽観ケース：普及台数約
1,000台）

（総括、ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ運用）
NECソフト

駐車

（車両リース）

（システム管理委託）

1,000台）
駐車場ｵｰﾅｰ （駐車場の賃借契約）



( )事業概要

【事業名】新郊外都市「彩都」におけるまちづくりにビルトインしたカーシェアリング事業

【代表者】阪急電鉄㈱ 松本 利典 【実施年度】平成１６年度 ビジネスモデル16-3

(1)事業概要

「彩都」は、大阪府北部に官民連携で推進する７４２haの大規模開発である。特に環
境と調和したまちづくりに重点を置いており、その取組みの一つとして、カーシェアリン
グ事業を実施した。

本事業では、まちの人口定着に合せてカーシェアリングをあらかじめ組み込むことで、

(4)スケジュール及び事業費

2004年度

システム開発・設置

会員増への啓蒙活動

システムの運用本事業では、まちの人口定着に合せてカ シェアリングをあらかじめ組み込むことで、
住民のライフスタイルへの浸透を図り、普及促進を進めるものである。

(5)事業目標（最終目標）

事業規模 車両数150台 拠点数25カ所

システムの運用

システムの実証、評価

8,824千円

(2)事業フレーム図
事業規模 ：車両数150台、拠点数25カ所

会員数2500人
導入効果 ：CO2削減量 261tCO2/年

(6)これまでの成果

・ 2004年4月 彩都まちびらき（住民入居開始）と同時にサービスを開始
・ 集合住宅敷地内にポートを設置し、車両3台で運用。（会員31人）
・ 利用者当たりのCO2削減量98kgCO2/年を達成

(3)実施体制 (7)事業シナリオ

初期段階ではまちびらきエリアを対象とし、事業としての成立性、継続性を重
視しているが、最終的には本開発地区「彩都」742ha、50,000人を対象として

技術支援

ニッポンレンタカー阪急 ダイハツ工業
車両の購入

技術支援

ニッポンレンタカー阪急 ダイハツ工業
車両の購入

技術支援

ニッポンレンタカー阪急 ダイハツ工業
車両の購入

技術支援

ニッポンレンタカー阪急 ダイハツ工業
車両の購入

技術支援

ニッポンレンタカー阪急 ダイハツ工業
車両の購入

ニッポンレンタカー阪急 ダイハツ工業
車両の購入

ニッポンレンタカー阪急 ダイハツ工業
車両の購入

おり事業規模は年々拡大の予定である。
事業開始時期：2004年（初期台数約3台／年、 CO2削減効果：約3.1t-CO2/年）
導入拡大期到達時期：2023年
導入拡大期における導入台数：約150台
導入拡大期におけるCO2削減効果：約261t-CO2/年
2010年度におけるCO2削減効果：約15.7t-CO2/年（普及台数約10台）

入会
（会費・利用料）

予約・貸渡、
会員管理

技術支援
システム
メンテナンス阪急彩都開発

車両のオートリース、
メンテナンス

運営主体運営主体

入会
（会費・利用料）

予約・貸渡、
会員管理

技術支援
システム
メンテナンス阪急彩都開発

車両のオートリース、
メンテナンス

運営主体運営主体

予約・貸渡、
会員管理

技術支援
システム
メンテナンス阪急彩都開発

車両のオートリース、
メンテナンス

運営主体運営主体

予約・貸渡、
会員管理

技術支援
システム
メンテナンス阪急彩都開発

車両のオートリース、
メンテナンス

運営主体運営主体 技術支援
システム
メンテナンス阪急彩都開発

車両のオートリース、
メンテナンス

運営主体運営主体

阪急彩都開発
車両のオートリース、
メンテナンス

運営主体運営主体運営主体運営主体

※

※平成１７年３月、会社合併により
阪急電鉄㈱が運営主体

彩都住民彩都住民彩都住民
阪急電鉄㈱が運営主体



(1)事業概要 (4)スケジュール及び事業費

【事業名】エネルギーアドバイスサービス「でん電むし」

【代表者】東京電力㈱ 柴田順 【実施年度】平成１７年度～ ビジネスモデル17-1

(1)事業概要

オール電化住宅及びマンションインターネットサービスの付加価値サービスとし
て、電気メーターとインターネットを直結し１５分ごとの概算電気料金を表示し、
節電意識を高めると同時に省エネ、家電製品利用のアドバイスを行う事業

(2)事業フレーム図

(4)スケジュ ル及び事業費

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度以降
センターサーバ等構築

ｺﾝﾃﾝﾂ･ｼｽﾃﾑ改修
携帯対応

(5)事業目標（最終目標）

(2)事業フレーム図

マンション
共用部

ＩＨ
各戸専有部安全・快適

オール電化住宅
東京電力（株）提供

電力線 ＩＨクッキングヒーター
分電盤

携帯対応
営業活動
事業費 約6000万円 約2000万円 約3500万円 約2000万円 毎年2000万円程度

導入戸数１万６０００戸（累積損失解消戸数）を当面の目標とし 引き続き普及

(6)これまでの成果
５０９戸のお客さまへサービス開始しており、導入決定済みが２３６８戸。使

用電力 情報を娯楽性とあわせてお届けすることにより 節電意識を喚起できて

エネセンター

１００Ｍｂｐｓ
光ファイバ回線

電気のコンセント

マンション
インターネット

サービス

料金・家電等の
情報を楽しく提供

棟内
ＨＵＢ

住戸
ＨＵＢ

※１電力量計
アダプタ

省エネサービス

※２コントローラ

パソコン

エネルギーアドバイス
サービス

エコキュート

電力量計

分電盤 導入戸数１万６０００戸（累積損失解消戸数）を当面の目標とし、引き続き普及
を目指す。更に改良を重ね高付加価値サービス化し、オール電化住宅拡大への貢
献度を高める。

用電力の情報を娯楽性とあわせてお届けすることにより、節電意識を喚起できて
おり、間接的ではあるが、ＣＯ２削減に寄与。
また、オール電化マンション建築決定に間接的ではあるが、寄与している。

（マンションデベロッパーからもオール電化付加価値サービスとして評価されつ
つある。）
※参考：エコキュートは、従来型燃焼式給湯器と比較して約５０％のＣＯ２削

減効果あり。東京電力パンフレット「快適な住まいを求めて」より

※１ 電力量計アダプタ ：電力量計をＬＡＮに接続する装置
※２ コントローラ ：各戸の電気のご利用状況を電力量計アダプタ経由で読

みとり、専用サーバに転送する装置

電力量の計測データの流れ

エネセンターで計算された情報の流れ

ルータ

インターネット
ＩＰ電話（株）テプコシステムズ提供

(3)実施体制 (7)事業シナリオ

減効果あり。東京電力 ンフ ット 快適な住まいを求めて」より

インタ ネ トインタ ネ ト①提案活動

導入期 運用期
当事業は、新築マンション市場において本サービスとして開始しており、引き

続き導入戸数拡大を目指すとともに、各種検証・技術的改良を行いながら新築戸
建 既築 既築戸建 業務用市場 展開を進めて く ザ 目

各住戸

各住戸

インターネット
サービス

管

理

組

合

インター
ネット
サービス

テ
プ
コ
シ
ス
テ
ム
ズ

「でん電むし」

サービス卸し

東

京

電

力

＄

各住戸

各住戸

インターネット
サービス

管

理

組

合

インター
ネット
サービス

テ
プ
コ
シ
ス
テ
ム
ズ

「でん電むし」

サービス卸し

東

京

電

力

＄
デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー

①提案活動

②ご採用決定

東京電力

③電力量計アダプター納品
　コントローラ納品＄

建、既築マンション、既築戸建、業務用市場への展開を進めていく。ユーザー目
線でサービス改良に努め、より訴求力のあるサービスを目指す。（例：携帯電話
での閲覧、個別使用状況に合わせた節電アドバイス機能の追加など）

各住戸

ズ

・お客さま窓口
・機器保守、メンテ

＄ ・エネセンター運用
・データ所有、管理

＄

各住戸

ズ

・お客さま窓口
・機器保守、メンテ

＄ ・エネセンター運用
・データ所有、管理

＄
テプコシステムズ

＄

④工事施工
　物品納品

・インターネット工事
・棟内ＬＡＮ構築
・ﾏﾝｼｮﾝﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成等



(1)事業概要 (4)スケジュール及び事業費

【事業名】バイオガスプラントからのバイオガス回収及び運搬供給事業

【代表者】兼松株式会社 三輪 徳泰 【実施年度】平成１８年度 ビジネスモデル18-1

(1)事業概要

畜産農家に設置するメタン発酵施設から発生するバイオガスを精製し、ガスボ
ンベに圧縮充填を行う。ガスボンベを運搬輸送し、特定需要家において化石燃料
代替のガス燃料としてエネルギー利用を行う。

(4)スケジュ ル及び事業費

2007 200920082006

モニタリング

設備の設置、供用、開始

設備の製作

2007 200920082006

モニタリング

設備の設置、供用、開始

設備の製作

(5)事業目標（最終目標）

事業規模・スペック ：拠点数50カ所のバイオガス回収供給サイトを実現

(2)事業フレーム図

圧縮機精製機大気

放出

≪精製、圧縮システム≫

100m3/日程度

≪既存のバイオガス施設≫

北海道千歳市

補助申請範囲

情報の流れ

－

☆

－

☆

－

☆

29, 464千円

評価

－

☆

－

☆

－

☆

29, 464千円

評価

事業規模 ック ：拠点数50カ所 イオガ 回収供給サイトを実現
運用コスト・事業収益：想定バイオガス販売単価 70円/m3

事業収益約1,855万円（税引き後当期利益）
導入効果 ：CO2削減量 4,100t-CO2/年（1件あたり82t-CO2/年）

(6)これまでの成果

バイオガス
ボイラ ボンベ容器

加温利用

発酵槽発酵槽

ガスバック

熱利用

≪食品工場≫

北海道恵庭市内

LPG
≪混焼システム≫

（トラック輸送）データの一元管理

実施体制

(7)事業シナリオ
事業開始当初は既にバイオ

ガス施設が設置してあるとこ

・ バイオガス精製システムの実用化
・ 平成18年4月、北海道恵庭地区において実証試験を実施

 

60
（
件
数

畜産系 下水処理場 食品系 最終処分場

５０件

≪地域のLPG配送網≫

熱利用

バイオガス
制御システム ボイラ

(3)実施体制
施設 設置

ろから余剰バイオガスを回収
するモデルを検討する。将来
的には余剰ガス回収モデルだ
けでなく、新規にバイオガス
発酵槽を新設するケースも検
討していく。 0

10

20

30

40

50

（年度）

数

）

1件
５件５件

１０件１０件

３０件

５０件

吸着技術工業株式会社

【補助事業実施者】

精製機の外注

株式会社日本総合研究所（全体調整）

兼松株式会社（事業主体）

討していく。
2006年は今回の補助事業

として実施を予定している1
件、2007年は道東エリアの
畜産農家を対象にした5件程
度のユニットの導入を行い、
複数のネットワークの構築を行う

全国展開全国展開エリア

展開 N：Nシステム１：１システム

北海道内北海道内道東エリア道東エリア補助事業補助事業

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

バイオネットｺﾝｿｰｼｱﾑ参加企業

（日本総合研究所主催）サポート

エア・ウォーター株式会社（ガス供給関係）

株式会社コーンズ・エージー（プラント）

株式会社日本総合研究所（全体調整）

株式会社オリエント・ジオサービス（ガス受入関係）
複数のネットワ クの構築を行う。
2008年以降は北海道内、2009年度以降は全国展開を行い、バイオガス回収先も
下水処理場や食品工場、最終処分場へと範囲を拡大する。将来的には海外展開
も含め、事業を展開する。

ダイダン株式会社（設備関係）



(1)事業概要 (4)スケジュール及び事業費

【事業名】ＬＥＤ照明用高出力・長寿命ユニット製造事業

【代表者】松下電工（株） 高見 茂成 【実施年度】平成１８年度 ビジネスモデル18-2

(1)事業概要

ＬＥＤ照明の課題であった”高出力と長寿命の両立”を可能にしたＬＥＤ照明用
ユニットを製造し、省エネ型ＬＥＤの普及拡大を図ることにより、ＣＯ2削減に
寄与する。

(4)スケジュ ル及び事業費
（１）下記スケジュールで本事業を推進する （２）事業費

総事業費 214,878,000円

(5)事業目標（最終目標）

生産能力 25 000 プ ト/月

(2)事業フレーム図

蛍光体キャップ

レンズ

ＬＥＤチップ

ＬＥＤチップユニット 蛍光体キャップ

レンズ

ＬＥＤチップ

ＬＥＤチップユニット【従来のＬＥＤ照明用ユニットとの構造比較】

生産能力：25,000チップユニット/月
導入効果：CO2削減量／補助金＝13.5ｔ／万円

ユニットコスト低減率：15％

サブマウント

有機グリーンシート

ユニット板

サブマウント

有機グリーンシート

ユニット板

(6)これまでの成果

高出力･長寿命ユニット従来ユニット

成 果：１）25,000チップユニット/月能力の設備導入完了
２）ユニット低減率 １５％見込み

(3)実施体制

(7)事業シナリオ

高出力 長寿命ユニット
ＬＥＤチップをユニットに直接実装

従来ユニット
市販ＬＥＤパッケージをユニットに実装

推進主体部署 導入初期 拡大期

チップユニットを使用した商品展開を図る

【事業展開】

【ＣＯ2削減】

生産数予定数

Ｈ19 Ｈ22 Ｈ25

12,500台/年 67,500台/年 135,000台/年

削減予定量 890ｔ/年 4,805ｔ/年 25,426ｔ/年

削減予定量（累積） 890ｔ/年 64,963ｔ/年 133,130ｔ/年



(1)事業概要 (4)スケジュール及び事業費

【事業名】ガス圧力エネルギー回収発電事業

【代表者】京葉瓦斯㈱ 佐久間 信夫 【実施年度】平成１８～１９年度
ビジネスモデル18-3

(1)事業概要

ガス供給施設においては、利用されていなかった都市ガスを減圧する際の圧力
エネルギーを利用して、タービンを回し発電を行います。発電した電力は、電力
事業者に売電し収入を得ることで、当社の新規事業とする。

(4)スケジュ ル及び事業費

2006年度 2007年度 2008年度
2006年度事業実施
2007年度事業実施
事業（運転）開始

(5)事業目標（最終目標）
事業規模・スペック ：最大出力１０００ｋＷ程度の発電設備１基

(2)事業フレーム図

高圧ガスライン

温水器
既存高圧ガ ナ

中圧ガスライン

事業（運転）開始
28,000千円 371,5000千円

事業規模 ス ック ：最大出力１０００ｋＷ程度の発電設備１基
拠点数１カ所

運用コスト・事業収益：運用コストは再試算中
事業収益約２０００～３０００万円程度/年

導入効果 ：ＣＯ2削減量約１０００～３０００tCO2/年

温水器
既存高圧ガバナ

新設高圧ガバナ（バイパス）

(6)これまでの成果

・建築・基礎・撤去工事の実施
・ その他は平成１９年度分工事

(3)実施体制

委託先 再委託先

(7)事業シナリオ
事業終了後は、都市ガスの供給施設における未利用エネルギーを活用した発

電設備として、売電事業による事業収益を図ると共に、お客さま施設における
同様のスキームによる電力販売やＣＯ2削減などを検討し、更には全国の都市
ガス事業者へのＰＲ展開を図る。

高温水ボイラ 膨張タービンユニット
電力会社へ売電を行う

大阪ガスエンジニア
リング㈱

事業者 展開 図 。
事業開始時期：2008年 発電設備１基、事業収益約２０００～３０００万円/年

CO2削減効果：約１０００～３０００t-CO2/年
導入拡大期到達時期：未定
導入拡大期における導入台数：未定
導入拡大期におけるサービス価格：未定
導入拡大期におけるCO2削減効果：未定

（総括）

各ベンダー

各ベンダー

各ベンダー

（調整中）

（調整中）

（調整中）
導入拡大期におけるCO2削減効果：未定
2010年度におけるCO2削減効果：約１０００～３０００t-CO2/年


